行財政、今後の課題
財政健全化法は、旧再建法がもっていた問題点

1 再建団体の基準がフロー指標である実質赤字比率のみであること

2 他の指標やストックベースの財政状況に問題ある団体が対象にならないこと

3 普通会計のみを対象とし、他の会計などとの関係が考慮されていないこと

　これらの問題点の改善を目指した点は評価できる

　また、４つの財政指標は毎年公表されること、財政健全化計画、財政再生計画などの実施状況なども公表されるなど、透明性の原則に基づく財政規律を図っている点も評価できる

　一方で、次のような問題点も指摘される

　４つの財政指標に抵触しなければ財政運営として問題ないわけではない。

　地方交付税の減額の可能性や、財政力の違いを考慮すれば、基準値より低い団体であっても問題が生じる恐れがある。
　さらに、今後の財政運営上の課題として

1 財政健全化法によって、財政運営の効率性が保証されるわけではない。自治体の収入が伸びず、支出増加が予測される財政状況で、支出の効率性は重要性を増すと考えられ、特に、2つの効率性（清算の効率性、配分の効率性）のうち、配分の効率性は重要である。

2 自治体による自律的な財政運営の重要性である。多治見市のような

に「多治見市健全な財政に関する条例」を制定し、自ら、財政運営の原則を定め、新しい財政指標を作成し、数値目標を設定して、財政健全化に努めている自治体もある。今後の厳しい財政状況を考慮すれば、財政健全化法の枠組みだけでなく、多治見市のような自律的な財政運営が求められる。
